
．はじめに

筆者は，山口大学エクステンションセン

ターと防府市教育委員会との連携協働に関す

る協定書（平成 年 月締結）に基づき，防

府市教育委員会から「防府市生涯学習アドバ

イザー」の委嘱を受け，防府市独自の生涯学

習に係る総合的体系的な構想である「ロン

グ・フィールド・ミッション」 ）を策定し，

防府市における住民を主体とした地域生涯学

習システムの構築を目指した実証的な調査研

究活動を展開している。

この「ロング・フィールド・ミッション」

に基づく 連の施策（市内全小中学校への生

涯学習担当教員の配置，生涯学習担当教員・

公民館職員・ ・生涯学習まちづくり推

進協議会の 者による合同会議の開催，教育

委員会職員・市長部局職員を対象とした研修

事業の実施，市長部局，市民活動支援セン

ター，社会福祉協議会と連携した活動の推進

など）を実施するとともに，研究初年度の平

成 年 月中旬から 月初旬にかけて防府市

民を対象とした生涯学習に関する意識調査を

実施し，生涯学習を推進するための方策につ

いて，学習情報の提供，学習内容のニーズ，

学習活動の条件整備等の視点から分析し，得

られた知見を防府市教育委員会に資料として

作成し提供した。また，その分析結果から学

習ニーズの高い項目を明らかにし，防府市の

実施する出前講座事業の実施プログラムを策

定して翌年 月に講座事業を実施することで，

調査研究成果の 部を還元した。

本稿では，防府市民を対象として実施した

「生涯学習に関する市民意識調査」について

生涯学習機会，学習課題の重要度，学習成果

の評価を中心として分析し，その特徴を明ら

かにする。

．調査の概要

調査目的

防府市民を対象とした「生涯学習に関する

市民意識調査」は，防府市民の生涯学習に関

する意識と行動，学習ニーズ及び防府市の取

り組みに関する関心と課題を調査，分析し，

今後の防府市における「生涯学習のまちづく
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り」に係る各種事業推進のための基礎資料を

得ることを目的として実施した。

調査期間

平成 年 月 日 月 日

調査対象

防府市内在住の 歳以上の男女個人につい

て，住民基本台帳から地区別に人口比，男女

比に応じて配分した人数を等間隔に抽出（層

化無作為抽出）した 名を対象とした。

調査方法

郵送調査法

回収結果並びに回答者の属性

有効な回答を得られたのは 人，有効回

収率は ％であった。

男性 人（構成比 ％）

女性 人（ 同 ％）

不明 人（ 同 ％）

・年代別回答率

・地区別回答数
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全体％ 男 性 女 性 不 明
歳代
歳代
歳代
歳代
歳代
歳代
不 明
総 計

・職業別回答率

回答数 全体％
農・林・漁業
商・工・サービス業の自営
自由業
農・林・漁業の家族従業者
商・工・サービス業の家族従業者
自由業の家族従業者
公務員
教員
団体職員
営業・生産・運輸・建設等に従事する職員
パートタイム・アルバイト・嘱託など
専業主婦
学生
その他・無職
不明

総 計

．調査の結果と分析

「生涯学習」という言葉の認知度

本調査では，「生涯学習」という言葉を「聞

いたことがある」と回答したのは ％で，

「県民の生涯学習に関する意識調査」 ）と

同様，高い数値が得られた。

生涯学習のイメージ

「生涯学習」という言葉を聞いたことがあ

ると回答した人に，生涯学習のイメージとし

てもっとも近いものを つだけ聞いたところ

図 で示すような回答を得た。生涯学習とい

う用語は，法的または学術的にはっきりと定

義されているものでないこともあって多様な

イメージで捉えられている。

この結果を「県民の生涯学習に関する意識

・居住年数別回答数

地 区 合 計
性 別

男 性 女 性
牟 礼
松 崎
佐 波
勝 間
華 浦
新 田
野 島
向 島
中 関
華 城
西 浦
右 田
富 海
小 野
大 道
不 明
総 計

合計
性 別

男性 女性
年未満
年未満

年 年未満
年 年未満
年以上

不 明
総 計



調査」と比較すると，「幼児期から高齢期まで，

生涯を通じて学ぶこと」（県調査結果 ％）

がもっとも多く，「趣味・教養を高めたり，

スポーツを楽しむために行うもの」（県調査

結果 ％），「高齢者向けのもの」（県調査

結果 ％）の順となっており，防府市にお
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図 生涯学習のイメージ

ける捉え方に積極的な傾向が見受けられる。

生涯学習の活動内容

この設問では ％の人が「特にしていな

い」と回答しており，「県民の生涯学習に関

する意識調査」の結果（「特にしていない」

％）と比較すると高い回答となっている。

次に，生涯学習を行っている人の学習内容で

は，「趣味的なもの」がもっとも多く，以下「健

康・スポーツ」，「家庭生活に役立つ知識・技

能」，「職業上必要な知識・技能」，「ボランティ

ア活動」，「パソコン・インターネットに関す

ること」，「教養的なもの」と続いている。「趣

味的なもの」，「健康・スポーツ」以外のいず

れも 割から 割程度にとどまっており，市

民の学習内容が多様化していることが理解さ

れる。

年代別（図 ）では， 歳代で「特にして

いない」と回答する割合がもっとも高くなっ

ている。生涯学習を行っている人の学習内容

では， 歳代， 歳代， 歳代で「職業上必

要な知識・技能」の割合が高くなっており，

キャリア形成，スキルアップへの志向の強い

ことが理解される。また， 歳代以上では「ボ

ランティア活動」，「パソコン・インターネッ

トに関すること」の割合が高く回答されてお

り，中高年が 技術を身につけ，地域・社

会との関わりを積極的に行おうとしている姿

勢が認められる。

生涯学習の希望分野（学習ニーズ）

全員に今後の学習内容の希望を尋ねた結果

は，図 に示すように「趣味的なもの」，「健

康・スポーツ」がもっとも多く回答されてい

る。回答は以下，「家庭生活に役立つ知識・

技能」，「パソコン・インターネットに関する

こと」，「教養的なもの」と続いているが，「ボ

ランティア活動」，「社会問題」，「職業上必要



な知識・技能」，「自然体験活動」，「語学」，「育

児・教育」，「地域の歴史・伝統・文化」，「地

域づくり」のいずれも 割から 割程度希望

されており，学習ニーズの多様化と地域課

題・社会的課題への関心の高まりを示唆する

ものと理解される。

年代別にみると，図 に示すように「趣味

的なもの」，「健康・スポーツ」，「家庭生活に

役立つ知識・技能」以外では， 歳代， 歳

代で「育児・教育」，「職業上必要な知識・技

能」の割合が比較的高くなっている。 歳代，

歳代， 歳代では「パソコン・インター

ネットに関すること」の割合が比較的高く

なっている。また， 歳代では「ボランティ

ア活動」の割合が比較的高くなっている。

ボランティア活動の意向

生涯学習の希望内容に関連して，ボラン
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図 生涯学習の活動内容

図 生涯学習の活動内容 年代別



ティア活動の意向・希望内容について尋ねた

結果は図 に示すように，約 割の人が参加

の意向があると回答し，「防犯」，「自然保

護・環境保全」がもっとも多く回答されてい

る。回答は以下，「保健・医療・福祉」，「ま

ちづくり」，「学校教育支援」，「青少年健全育

成」，「交通安全」，「防災・災害救援」，「公共

施設での活動」と続いているが，そのいずれ

も 割から 割程度希望されており，地域課

題・社会的課題への参加意識の高さを示唆す
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図 生涯学習の希望分野

図 生涯学習の希望分野 年代別



るものと思われる。

学習内容の重要度

全員にどのような学習課題が大切かを尋ね

た結果は図 に示すように，「環境問題・自

然保護に関すること」，「高齢者の生きがい活

動に関すること」，「子育て支援や家庭教育の

向上に関すること」，「健康の維持・増進に関

すること」の 項目がもっとも多く回答され

ている。

次いで，「犯罪対策や安全・安心のまちづく

り，消費者問題に関すること」，「地域の活性

化やまちづくりに関すること」，「学校教育や

子どもの教育に関すること」，「若者や中高年，

高齢者，女性の就職対策や職業能力向上に関

すること」が 割 割の重要度に回答され

ている。以下，「文化・芸術の発展や伝統文

化の継承に関すること」，「地域の教育力の向

上に関すること」，「スポーツ活動の振興に関

すること」，「 やボランティア活動の促

進に関すること」，「農林水産業の振興に関す

ること」，「人権問題に関すること」が 割

割程度回答されている。これらの結果から，

「環境」，「高齢者」，「子育て」，「学校教育」，

「安全・安心」，「地域の活性化」といった地

域課題，社会課題についての市民意識の高ま

りが理解される。

学習成果の評価

「生涯学習を通して身につけた知識や技術

などを社会的に評価する際に，どのような形

で行うことが良いと思いますか」という設問

に対しては，図 で示すように，半数近い市

民が「社会的にあえて評価しなくてもよい」

と回答しておりもっとも多くなっている。

その 方で，「特に優れた人を，地域の生

涯学習の指導者，講師として活用する」，「資

格制度を充実させる」，「生涯学習の成果を発

表する機会（発表会，作品展示会など）を増

やす」，「学習した経歴や経験を公的な機関が

認証して，どの地域でも通用するようにす

る」という 項目が 割の高さで回答さ

れており，学習の達成状況を客観的に評価し

て認定・認証する仕組みや学習成果を活用す

る仕組みを整備することが強く期待されてい

ることが理解される。

行政・教育機関への要望

「今後，人々の生涯学習活動をもっと盛ん
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にしていくために，行政や教育機関がどのよ

うなことに力を入れるべきだと思いますか」

という設問に対しては，図 で示すように，

半数を超す市民が「図書館，博物館，公民館

など公立の社会教育・文化・スポーツ施設に

おけるサービスを充実する（講座の充実，開

住民を主体とした地域生涯学習システムの構築に関する研究

図 学習内容の重要度

図 学習成果の評価



館時間の拡大，情報提供や相談窓口の充実な

ど）」と回答しており，もっとも多くなって

いる。

次いで， 割の市民が「子育て中の親や障

害者も学習に参加できるよう支援を充実す

る」，「地域の小中学校と公民館など地域施設

が連携し，色々な世代の人が交流して学習で

きる機会を拡充する」，「生涯学習を支援する

専門職員（社会教育主事，司書，学芸員，体

育指導者など）やボランティアを充実する」

の 項目を回答されており，行政・教育機関

が連携して学習機会の拡充，専門職員の配置，

託児サービス等の条件整備に取り組むことが

求められている。

また， 割 割の市民が「カルチャーセ

ンターやスポーツセンターなど民間教育機関

による学習機会を拡充する」，「居住地以外の

公共の施設や講座・教室が自由に利用できる

ようにする」，「小・中・高等学校などの学校

施設を地域住民にもっと開放する」，「仕事や

就職・転職に活かせるような講座や教室を拡

充する」，「自然・環境・文化・農林漁業など

に関し，体験学習の機会を充実する」，「テレ

ビ，ビデオ，インターネット等を使って学習

する機会を増やす」，「公立の生涯学習施設や

民間の学習施設，企業などが連携して学習機

会を拡充できるよう住民とともに地域ネット

ワークをつくる」，「企業の労働時間の短縮や

学習のための有給休暇制度などを普及する」，

「大学などの社会人入学や社会人対象の学習

コースを拡充する」，「学習活動の機会，指導

者などの情報提供や学習相談窓口を充実す

る」，「 活動やボランティア活動など

人々の主体的な活動が活発になるよう支援す
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住民を主体とした地域生涯学習システムの構築に関する研究

る」，「大学，専修学校，各種学校，高等学校

などでの公開講座を拡充する」の順に多く回

答されており，多様なニーズの存在している

ことが理解される。

．分析結果のまとめ

学習ニーズと学習課題の重要度

今回の調査では，現在取り組んでいる学習

活動と希望する学習内容の上位 つは，「趣

味的なもの」，「健康・スポーツ」，「家庭生活

に役立つ知識・技能」と 致しており，個人

的な興味や関心の分野でのニーズが高くなっ

ている。

しかしその 方で，激変する現代社会の情

勢を反映して，学習ニーズ，ボランティア活

動の意向，学習課題の重要度の つの設問に

共通して抽出される課題は，「環境」，「安全・

安心のまちづくり」，「高齢者」，「子育て・教

育」の 項目であり，いずれも持続可能な地

域づくりに直結する地域課題，現代的課題で

ある。これらの回答から，地域課題，現代的

課題を自らの問題として捉え，積極的に解決

していきたいという意識，関心の高まりを理

解することができる。

ボランティア活動への参加

こうした地域課題，現代的課題を自らの問

題として捉え，積極的に解決していきたいと

いう意識，関心の高まりは，「この 年間に

自発的なボランティア活動に参加したこと」

があるかとの設問に対して， ％の市民が

「参加したことがある」と回答していること

にも示されている。また，今後のボランティ

ア活動への参加意向を尋ねた設問に対しては，

割の市民が参加したいとの意向を表明して

いることにもあらわれている。

特に，「環境」，「安全・安心のまちづくり」，「健

康・福祉（高齢者）」，「学校教育支援」，「青

少年健全育成」という参加意向の上位に回答

された 項目は，社会教育・生涯学習に係る

行政施策，住民を主体とした地域づくり施策

の今後のあり方に強い示唆を与えるものと思

われる。

学習成果の評価と活用

学習成果の社会的評価については，半数の

市民があえて評価しなくてもよいと考えてい

るが，それ以外の市民は，学習によって達成

した成果について，公的な機関による資格制

度や認定・認証する仕組みを整備することを

期待される割合が高くなっており，先の学習

内容の希望，重要度で示された上位の項目と

合わせて考えると，短期的単発の講座に満足

することなく，総合的体系的な学びを通して

持続可能な地域づくりに積極的に関わること

のできる知識，技術，技能を身につけたいと

いう意向のあることが理解される。従って，

特に地域に存在する高等教育機関が新しい総

合的体系的な社会人教育の場，仕組みを創設

することにより，地域の活性化に貢献できる

人材育成と学習ネットワークの形成に取り組

むことが必要と思われる。

行政・教育機関の役割

以上の設問への回答を総合的に評価すると，

行政と教育機関が連携して地域生涯学習シス

テムの構築を図るビジョンと戦略の確立が何

よりも必要であることが示唆される。特に，

社会教育の意義と役割を再確認し，公的サー

ビスとして地域課題，現代的課題に関する学

習機会を拡充するとともに，社会教育に精通

した常勤専門職員の配置，学習機会への参加

を保障する託児サービス等の条件整備に取り

組むことがとりわけ重要である。生涯学習・

社会教育への志向が，従来の趣味・教養の個

人的なものから社会的な課題の解決を通した

持続可能な地域づくりへと変化していること

を受け止めるならば，地方自治体と地域高等

教育機関が連携してコミュニティ政策，教育
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政策を統合した総合的な政策を確立すること

は喫緊の課題である。

．おわりに

本稿では，防府市民の生涯学習に関する意

識調査の結果の中から，生涯学習機会，学習

内容の希望，学習課題の重要度，学習成果の

評価，行政・教育機関の役割を中心として分

析，考察してきた。最後に，以上の分析，考

察をふまえ防府市における今後の生涯学習・

社会教育施策を推進していく上で留意すべき

事項をまとめ，提言としたい。

行政の責務

年（平成 ）に改正された教育基本法

では，第 条に「教育の目標」を新設し，

教育は，その目的を実現するため，学問の自

由を尊重しつつ，次に掲げる目標を達成する

よう行われるものとする。

幅広い知識と教養を身に付け，真理を求

める態度を養い，豊かな情操と道徳心を培

うとともに，健やかな身体を養うこと。

個人の価値を尊重して，その能力を伸ば

し，創造性を培い，自主及び自律の精神を

養うとともに，職業及び生活との関連を重

視し，勤労を重んずる態度を養うこと。

正義と責任，男女の平等，自他の敬愛と

協力を重んずるとともに，公共の精神に基

づき，主体的に社会の形成に参画し，その

発展に寄与する態度を養うこと。

生命を尊び，自然を大切にし，環境の保

全に寄与する態度を養うこと。

伝統と文化を尊重し，それらをはぐくん

できた我が国と郷土を愛するとともに，他

国を尊重し，国際社会の平和と発展に寄与

する態度を養うこと。教育は，その目的を

実現

として，幅広い知識と教養，自主自律，創造

性，社会形成への主体的参画等を規定してい

る。

また，第 条に社会教育が位置づけられ，

個人の要望や社会の要請にこたえ，社会にお

いて行われる教育は，国及び地方公共団体に

よって奨励されなければならない。

国及び地方公共団体は，図書館，博物館，

公民館その他の社会教育施設の設置，学校

の施設の利用，学習の機会及び情報の提供

その他の適当な方法によって社会教育の振

興に努めなければならない。

として，国及び地方公共団体による社会教育

の振興責務を明記している。

次いで，この国及び地方公共団体による社

会教育の振興責務の具体化を図るために，第

条を新設し，

政府は，教育の振興に関する施策の総合的か

つ計画的な推進を図るため，教育の振興に関

する施策についての基本的な方針及び構ずべ

き施策その他必要な事項について，基本的な

計画を定め，これを国会に報告するとともに，

公表しなければならない。

地方公共団体は，前項の計画を参酌し，

その地域の実情に応じ，当該地方公共団体

における教育の振興のための施策に関する

基本的な計画を定めるよう努めなければな

らない。

として，国・地方公共団体が総合的かつ計画

的に教育施策を推進するための「教育振興基

本計画」を策定することを義務づけている。

今日，行財政改革の名のもとで，公民館，

博物館等の社会教育施設を含む公の施設への

指定管理者制度の導入，予算，職員の削減，

生涯学習担当部門の首長部局への移管等が進

められるなど社会教育行政の危機が進行して

おり，行政においては改めて改正教育基本法
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で規定された社会教育の意義と役割を再認識

し，住民を主体とした地域自治の確立と持続

可能な地域づくりの拠点として公民館等社会

教育施設を位置づけることが必要である。

特に，教育委員会と社会教育委員は自らの

使命を再確認するとともに，首長及び首長部

局との意思疎通を緊密に行い，社会教育ミッ

ションの理解と共有を図り，総合行政として

社会教育施策，コミュニティ施策の融合，推

進に積極的に取り組むことが求められる。

多様化するニーズへの対応

今回の調査では，「生涯学習」という言葉

は広く周知されているが，依然として個人的

な興味や関心の分野に理解の範囲がとどまっ

ている傾向が明らかとなった。このことは本

来の社会教育の意義・役割を明確にすること

なく，「生涯学習」という言葉の普及が先行し，

学習内容，学習ニーズの個人化多様化の中で

社会教育として明確に位置づけた取り組みが

行政において行われてこなかったことに大き

な原因があると思われる。生涯学習社会を目

指そうとする考え方や理念は理解できるが，

社会教育の本質的な理解を欠いたところで発

生した生涯学習と社会教育の混同が，住民に

与えた影響ははかり知れないものがある。

今後，行政においては先述したように社会

教育の使命を深く認識し，本調査で示された

「環境」，「安全・安心のまちづくり」，「高齢

者」，「子育て・教育」という現代的課題，地

域課題への関心の高まりを好機と捉え，持続

可能な地域づくりを目標とした産学官民の連

携による総合的体系的な学習機会の提供を積

極的に行うべきである。とりわけ，地域に住

民を主体とした知の拠点を開設し，学習ネッ

トワークの構築を支援することは重要な行政

の役割である。

地域生涯学習システムの構築

社会教育の使命が，現代的課題，地域課題

の解決をめざす学習機会の提供と住民自治を

担う住民力の育成を核とした持続可能な地域

づくりであると捉えるならば，行政の果たす

役割は限りなく大きいことを指摘した。とり

わけ地域における学習とまちづくり活動の循

環を実現する仕組みづくりはその最大の課題

である。

筆者が防府市において取り組んでいる地域

生涯学習システム構築に関する実証的調査研

究においては，連携協定 ）に基づく 年間

の目標を定めた施策「ロング・フィールド・

ミッション」 ）を策定し，この施策に基づ

き，市内全小中学校に生涯学習担当教員（

校 名）を配置した。また， 者（小中学校

生涯学習担当教員，公民館職員， ，地

域生涯学習まちづくり推進協議会）による合

同会議の開催，教育委員会職員，市長部局職

員を対象とした研修事業の実施，市長部局（企

画政策課，市民活動推進課），市民活動支援

センター，社会福祉協議会と連携した活動を

推進するなど，参加主体の意識改革と地域の

仕組みづくりに向けた取り組みを展開してい

る。

現在までの取り組みを通じて，学校支援を

含めた協働のまちづくりの仕組みを確立した

地区が数地区で実現したこと，学校に生涯学

習担当教員を配置し，学校がまず地域と連携

するテーマを明確にし，地域と協議する姿勢

の重要性が明らかになったこと，市長部局，

社会教育委員会，他団体との連携体制，事業

が拡大したことなど，学社融合のまちづくり

基盤が着実に形成されつつある。また，こう

した取り組みを推進する教育委員会職員の

コーディネート機能の重要性も改めて確認す

ることができた。

中でも，地域コミュニティ，自治組織の確

立と現代的課題，地域課題の解決をめざす学

習ネットワークを形成する上で，社会教育へ

の深い理解，知識と技能を有する専門職員を

地域に配置することは地域生涯学習システム
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を構築する上で最大の人的保障になるものと

考える。

今後，急激な人口減少，高齢化，地方自治

体の財政危機など社会経済環境が激変する中，

大規模な人口を持たない地方自治体は地域社

会崩壊の危機に直面することが懸念されてい

る。従って，持続可能な地域づくりのビジョ

ンと戦略を確立し，住民を主体とした地域コ

ミュニティを再創造する連携と協働の仕組み

づくりを構築することが早急に求められてお

り，その中核に学校と社会教育施設を拠点と

した地域生涯学習システムを位置づけていく

ことが必要である。これからの 年から 年

の間にこうした政策的取り組みを行政と地域

住民が 体となり，総力をあげて実践できる

かどうかが新たな自治体づくりの鍵になると

考える。
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助金：基盤研究（ ）研究課題「分権時代に

おける住民を主体とした地域生涯学習システ

ムに関する調査研究」（課題番号 研

究代表者 長畑実）の成果の 部である。

（エクステンションセンター 教授）

涯学習に係る総合的体系的な方策を推進してい

くにあたり つの事業を単発的な事業に終わら

せるのではなく， というチェック機能に

よって，生涯学習推進基本計画「学ぼうやプラン」

に沿った長期の視点に立って，それぞれの事業

を連携させて，生涯学習の理念を広く市民に啓

発していこうという幅広い構想をいう。生涯学

習の種をまき，耕し，育て，長期にわたって市

民に生涯学習の理念を根付かせていこうという

防府市独自の構想のことである」（防府市教育委

員会生涯学習課文書より）。

山口県ひとづくり財団からの受託研究として

筆者の所属するエクステンションセンターが調

査研究の結果をまとめた報告書「県民の生涯学

習に関する意識調査報告」。筆者が研究代表者と

なり，平成 年に 名を対象として郵送法に

より実施した「県民の生涯学習に関する意識調

査」の報告書。

平成 年 月に調印された連携協働に関する

協定書の原文は次の通りである。

【注】

「ロング・フィールド・ミッション」とは，「生

注 。




